
各委員のご意見・コメントについての対応(一部)

資料５平成22年2月4日 合同会議

第3回「平成21年度環境対応車普及方策検討会」 第3回「地球温暖化対策中長期ロードマップ検討会自動車WG」

各委員の 意見 ント ての対応( 部)
環境対応車の定義について

• 燃費の向上がなくてもE10対応というだけで環境対応車で、大幅に燃費が向上されたエンジンでもガソリン車は環
境対応車ではない整理では整合性が取れない。

2020年追加対策メニューについて

→燃費シナリオに沿った将来年次での燃費の向上を前提とした上で、E10対応となっているものを環境対応車としてい
る。したがって、燃費の向上がないE10対応車というものは想定していない(下図)。

販売平均モード燃費の見通し(次世代自動車普及戦略)2020年追加対策メ に いて

• 一人乗り用のPersonal Mover（i‐Real、segway等)の普及促進。

→普及によるCO2削減等の直接効果はあまり期待できないため、

定量的な評価は行わないが、大量普及により電池の量産に寄
与することから 今後の取り組みとして報告書に掲載予定
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与することから、今後の取り組みとして報告書に掲載予定。

2050年電力CO2排出係数について

・昼夜別電力CO2排出係数、石炭・石油火力の維持を考慮。 8.0
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昼夜別電力 排出係数、石炭 石油火力の維持を考慮。

・産業用は人口比例で減少しないと想定すべき。

→「2050年における電力CO2排出係数の想定」にて見直し。

→想定される電力CO2排出係数：全日0.19kg‐CO2/kWh、夜間
k /k h 昼間 k /k h 0 0
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2020年乗用車モデル数について

• 乗用車モデル数HV23モデル PHV15モデルは非常に困難。
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乗用車モデル数HV23モデル、PHV15モデルは非常に困難。

→「HV販売モデル数の考え方」にて整理。
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2050年における電力CO2排出係数の想定

電灯需要のみ人口予測比例とし、電力需要は現状維持として、将来の電力需要を予測。

原子力の見通しは、電気事業連合会の検討結果(原子力発電の推進に向けた電気事業者の取り組み、(
2009年2月13日)及び資源エネルギー庁の検討結果(長期エネルギー需給見通し(再計算)(案),平成21年8
月)をもとに、2017年原子力運転見込出力(2007年53基4809万kW→62基6035万kW)、エネ庁想定設備利
用率(2007年60％→80％)より、2017年原子力発電想定発電量(42,300万kWh)を試算。

2050年のオフピークボトムベースとして原子力発電を想定。ボトムミドルは流入式水力＋地熱等、季節間2050年のオフピ クボトム スとして原子力発電を想定。ボトムミドルは流入式水力＋地熱等、季節間
ボトムミドル石炭火力、ボトムピークは石油火力、ミドル・ピークはLNG火力、ピークは揚水・貯水池式水力
を想定。
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2050年全日電力CO2排出係数：0 19kg CO2/kWh

2050年における電力CO2排出係数の想定
2050年全日電力CO2排出係数：0.19kg‐CO2/kWh

夜間電力CO2排出係数：0.06kg‐CO2

昼間電力CO2排出係数：0.23kg‐CO2
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ボトムベース

ボトムピーク

合計 － 100 100 0.45 79 92 0.19

流込水力
地熱等

ベース 8 7 0 8 7 0 0 5 0

20 0.06 72
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0.23電力量△8％

ボトムミドル

環境省､季時別平均排出係数の導入について､温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法に係る検討会事務局､平成21年3月27日より事務局作成
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トヨタ自動車ニュースリリース(2009/09/04)より

HV販売モデル数設定の考え方
( )

2020年代初頭には70モデルのHVが販売されることを念頭に置き、閣議決定された「新車販売の2台に1台」を達成するために必要と
なる販売台数を確保するため、普通・小型乗用車におけるHV＋PHV＋EVの販売モデル数計46モデルが2020年までに販売されるも
のとした。

「新車販売の2台に1台」を達成するためには、約240万台の次世代自動車の販売が必要。しかしながら、トップシェアのモデルでも1
デ 当たり 万台程度 ある とを考慮すると 相当数の デ が必要モデル当たり20万台程度であることを考慮すると、相当数のモデルが必要。

普通・小型乗用車の１モデル当たりの販売台数は2～5万台となっており、これは、上位15～30位の販売台数となっている。

なお、2020年の販売シェアは49％となっているが、前年の2019年に販売シェア50％を越え、2020年は、モデルチェンジ前の落ち込
みが重なり、当年だけ落ち込んでいるためである。

2050年に向けてHV販売モデル数は更に増加することが想定されるため 今後 2050年に向けての販売モデル数増加による対策効2050年に向けてHV販売モデル数は更に増加することが想定されるため、今後、2050年に向けての販売モデル数増加による対策効
果について検討を行う。
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